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地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第９項の規定により、定期監査に係る監査の結果

を次のとおり公表する。 
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定期監査結果報告書の提出について 

地方自治法第199条第４項の規定により、全部局について令和元年度定期監査を実施しました

ので、同条第９項の規定により監査結果に関する報告書を提出します。 

 

 

定期監査報告書（一般会計・特別会計） 

第１ 監査の概要 

１ 監査の対象 

平成31年４月１日から令和元年９月30日までの各部局の予算に係る財務に関する事務

の執行及びその他の事務事業管理について監査を行った。 

部 局 本庁 支所・出張所 総合支所 計 

町長部局 15 ２ ３ 20 

教育委員会事務局 ４   ４ 

議会事務局 １   １ 

農業委員会事務局 １   １ 

監査委員事務局 １   １ 

※実地監査 

ア 学校等備品管理、公金取扱状況等（白人小学校・古舞小学校・幕別小学校・忠類

中学校） 

２ 監査の期間 

令和元年11月12日（火）から令和元年12月16日（月）まで 

３ 監査の手続 

監査の対象となった財務に関する事務及びその他の事務事業管理について、各部局から

提出された資料及び提示のあった関係書類等に基づいて、照合その他通常実施すべき監査

手続を実施した。 



 

第２ 監査の結果 

監査の結果、各部局の予算に係る財務に関する事務は適正に執行されているものと認め

られた。また、その他の事務事業管理についても適正に執行されているものと認められた。 

なお、監査の結果と所見については下記のとおりである。 

記 

１ 収入に係る事項 

(1) 令和元年度上期の収納状況について 

(単位：千円、％) 

 調定額 収入額 収入未済額 収納率 前年同期 

町
税 

一般会計 2,811,490 1,449,281 1,362,208 51.55 51.06 

国民健康保険特別会計 838,682 335,218 503,464 39.97 39.41 

税
外 

一般会計 295,118 112,633 182,484 38.17 35.18 

特別会計 1,063,250 521,834 541,416 49.08 48.11 

(注) 税外は例年、決算で収入未済額が発生しているものを集計。 

町税の収納率は、一般会計で前年同期比0.49ポイント上昇し、国民健康保険特別会計

でも0.56ポイント上昇した。 

税外では、一般会計の収納率が前年度比2.99ポイント上昇している。前年同期比で収

納率が上昇したのは、老人福祉施設措置費負担金（5.09ポイント）、常設保育所保育料

（17.04ポイント）、へき地保育所保育料（16.26ポイント）、学童保育所保育料（0.93ポ

イント）、畜産使用料（3.45ポイント）、幼稚園入園料・保育料（28.39ポイント）、土地

貸付収入（33.02ポイント）及び学校給食費（1.11ポイント）である。一方、収納率が低

下したのは、公営住宅使用料（29.50ポイント）、町営住宅使用料（2.79ポイント）及び

建物貸付収入（1.41ポイント）である。 

特別会計の税外収納率は前年度比0.97ポイント上昇している。これは、公共下水道負

担金（1.48ポイント）及び個別排水処理施設使用料（0.25ポイント）が低下しているが、

後期高齢者医療保険料（1.21ポイント）、介護保険料（1.20ポイント）、簡易水道使用料

（0.23ポイント）、公共下水道使用料（0.23ポイント）、個別排水処理分担金（21.41ポイ

ント）及び農業集落排水使用料（0.95ポイント）が上昇したことによるものである。 

(2) 収納率向上対策について 

総体的に見ると、町税及び税外において前年度より上昇している。北海道地域の景気

は緩やかに拡大しているとのことであるが、収納率の向上には厳しい社会情勢であると

思慮される。自主財源の確保はもとより公平負担の原則から収納率の向上は非常に重大

であるため、新たな滞納を生じさせないよう、町税及び使用料等収納率向上推進本部に

おいては、現年度分の収納率向上に万全を期すとともに、滞納繰越分の徴収の一層の努

力を願いたい。 

十勝市町村税滞納整理機構については、引継ぎ件数９件に係る町民税など294件（納期

ごとに積み上げた件数）、5,583,878円を引き継いでおり、令和元年９月末現在、452,457



 

円が収納されている。昨年同期の状況と比較すると2.88ポイント増の収納率となってい

る。本年度の町負担金は1,222千円となっており、費用対効果の観点からも更に決算時ま

で機構側と十分協議し、収納額の増・収納率の向上を図るとともに、引継ぐ案件につい

ては今後とも、内容を充分精査のうえ引き継がれたい。 

２ 支出に係る事項 

(1) 補助金及び交付金について 

平成21年度から補助金等適正化委員会による見直しが進められている。厳しい財政状 

    況が今後も続くであろうことを踏まえ、過去の実績にとらわれることなく、今後も引き

続き見直しを進められたい。 

３ 契約に係る事項 

(1) 契約率（落札率）について 

令和元年度上期（９月末）における契約率は、工事97.29％（前年同期94.94％）、設計

等94.76％（前年同期94.04％）、物品等83.85％（前年同期87.85％）、委託94.83％（前年

同期93.34％）、合計96.72％（前年同期94.36％）となっており、昨年より総体では2.36

ポイント上昇している。 

 (2) 契約等について 

     事務管理面での工事契約一件書類の徴求は、適切な水準にあると認められる。 

４ 財産に係る事項 

(1) 財産管理について 

総務省の統一基準で作成された公有財産管理システムにより、土地、建物、備品等の

公有財産の一元化及び事務の効率化を引き続き有効に進められたい。 

５ 事務事業の管理に係る事項 

(1) 時間外勤務について 

令和元年度上期における実績は、前年同期比、時間数で3,245時間（16.16％）の増、

金額では11,970千円（26.42％）の増となっており、本年度において統一地方選挙及び参

議院議員選挙の実施等が要因と考えられる。 

しかしながら、12名の職員が300時間を超えていることから、健康管理の面に十分配慮

し、現在実施しているノー残業デイ等の方策以外も検討の上、引き続き時間外勤務の縮

減に努力をされたい。 

６ その他の事項 

(1) 学校監査について 

     学校管理費交付金及び学校運営費交付金の取扱状況及び備品や理科薬品の保管管理状

況等について検査した。 

現金・切手の取り扱いに係る事務処理は各学校とも適正であった。また、理科薬品や

備品の管理についても、適正に管理されていると認められる。薬品の残量確認について

は、使用の都度に記録確認するなどの管理を引き続き徹底されたい。 



 

     各学校において健やかな子どもを育てるため、それぞれ教育目標を定めるとともに、

学校、家庭、地域の連携を図るための学校だよりの発行など、地域の特性と学校の伝統

を活かしながら、学校運営がなされている。 

     今後とも、保護者や地域から信頼される学校づくりに努められたい。なお、地震や火

災等の災害時の対応やパソコン、携帯電話による児童生徒の情報流失の未然防止など学

校の危機管理についても、引き続き留意されたい。 

 

 

 


